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策として、一九七〇年代前半から「連合企業所」と呼ばれる企業集団の設立に着手した。これはソ連でいう生産合同やトラスト 大変類似した組織であり、複数の企業をまとめて大規模な連合体を組織し、そこに資材調達や計画作成に関する大幅な裁量権を与え、行政機関の管理負担を軽減することを目的としていた。連合企業所は、計画経済という枠内でみれば分権化を指向した企業組織形態であり、一九八〇年代には全産業部門でその導入が進められ が、やはり経済管理に改善 もたらすことはな







の合理化と経済活動の効率化による経済的実利の確保が、社会主義経済管理における新しい原則となった（参考文献⑪） 。先述した朝鮮式経済管理方法の基本的方向性のひとつであは、この実利主義を受け継いだものとみるこ が きる（参考文献①） 。　
こうした歴史的経緯からも分か
るように、金日成および金正日時代の北朝鮮指導部 経済管理システムの改革を行う際に、私的所有の容認や市場取引の全面的解禁など、システムの根本的な変革に踏み切ることはせず、集権的管理の強化や、国営企業または地方行政機関の経営上 裁量権 拡大など、計画経済の枠内での方法論的な対策で問題を解決しようとしてきたといえる。　
では、金正恩時代の北朝鮮指導
部が推進する「朝鮮式 管理方法」は、これら過去の措置と比べてどのように異な のであろうか。次節では、朝鮮式経済管理方法中で主要な位置づけを与えられている「社会主義企業責任管理制」の分析を通じ 、この点を検討してみた 。
●社会主義企業責任管理制の
制度的特徴と今後の経済改革の展望
　「社会主義企業責任管理制」の制度的特徴については、二〇一五年四月二一日に行われた社会科学院経済研究所の金哲所長へのインタビューが、現時点で最も詳細な内容を語っている（参考文献⑤） 。金哲所長によれば 社会主義企業とは工場と企業所、協同農場のことであり、これら企業 従来よりも多くの権限を持って経営活動を創造的に行う制度が「社会主義企業責任管理制」 （以下、 責任管理制）であるという。　社会主義企業に付与された権限










めた範囲内において いう制限こそあるものの、国営企業に生産計画や価格の制定、人事や労働報酬の配分について「自由な」活動を認めたということである。これは以前にも実施されたこと ある計画経済運営 分権化とは、明確に一線を画する措置である。 えば連合企業所は、生産計画の指標についてかなりの部分を独自に作成し、傘下企業に計画を示達する
Prefabricated apartments house a large portion of the population. Housing in North Korea is 












しい改革措置が、 『経済研究』二〇一五年三月号に掲載された論文で言及されている（参考文献⑩） 。著者のキム・ソンチョルは、企業の責任制と創意性を高めるためには、人民経済計画事業から改善する必要があると述べ、注文契約に基づいた計画化方法について論じている。この注文契約 は 需要単位が生産単位に発注し、双方の合意によって契約を締結したうえで、注文に沿って生産と供給を行う計画化方法であ キム・ソンチョルは 石炭や金属などの戦略的意義を持つ生産手段や重要な消費品について これま どおり国家が資材を保障して、企業に計画課題を示達する方式が望ましいが、他のすべての指標に いては注文契約に基づく方法で計画化しなくてはならないと主張 。また、戦略的な指標につい も、企業が独自で生産できる範囲では注文契約方式で計画化する が望ましいと論じる。　「注文契約」という用語は管見






Platform with people and two subway trains in a metro station in Pyongyang, North Korea


























































義人民共和国の経済改革：実利主義への転換と経済管理方法の改善」 （ 『アジア経済』第四五巻第七号、二〇〇四 七月）四五―六二ページ。
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 金正恩「신년사」 （新年辞） 『労働新聞』二〇一三年一月一日。
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서
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 보고
」 （朝鮮労働党中
央委員会二〇一三年三月全員会議で行った報告） 『労働新聞』 、二〇一三年一月一日。
⑭
 박혜경（パク・ヘギョン 「
기
업체들의
　
주문과
 계약에
 의한
 
계획작성에서
 나서는
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구
」 （企業体の注文と契約によ
る計画作成において提起される重要な要求） 『経済研究』二〇一五年第三号。
